
府 分 推 第 1 2 6 号 

総 行 行 第 3 5 3 号 

令 和 ４ 年 12 月 20 日 

各府省地方分権担当局長 殿 

内閣府地方分権改革推進室長 

（公 印 省 略）  

 総 務 省 自 治 行 政 局 長 

（公 印 省 略） 

計画策定等を含む法律案等に関する地方自治法第263条の３第２項の連合組織への 

早期の情報提供について（依頼） 

平素より、地方分権改革の推進に御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 この度閣議決定された「令和４年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和４年 12

月20日閣議決定）においては、「計画策定等を含む法律案等に関する内閣府への事前相談

に加え、地方公共団体の全国的連合組織へ早期に情報提供を行うこととする。」と記載され

たところです。 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第263条の３第２項の連合組織（以下「長又は議

長の全国的連合組織」という。）に対する同条第５項の規定に基づく事前情報提供制度につ

いては、別添のとおり「地方自治法第263条の３第５項の規定に基づく事前情報提供制度

の適切な運用について」（令和２年６月19日付総行行第153号）において各府省宛て依頼

がなされているところですが、改めて、この度の閣議決定を受け、計画策定等を含む法律

案等に関する立案について、内閣府からの意見が反映できるよう十分に余裕を持った段階

での事前相談を行うことに加え、国における施策の立案段階で地方公共団体の意見が反映

される仕組みを確保することが重要であることから、事前情報提供制度の趣旨も十分に踏

まえつつ、長又は議長の全国的連合組織への情報提供をお願いします。当該連合組織の意

見を踏まえた法律案等の修正等が可能な時期に情報提供されることが重要であり、例えば、

法律案について、審議会等の答申を受けた場合、当該答申を踏まえて法案化する旨を当該

答申とともに通知する等、情報提供の時期や方法については、適切な対応を行うことをお

願いします。 

 また、審議会等に地方公共団体の長等が構成員として参加しており、答申の作成段階で

意見を聞いているような場合であっても、改めて長又は議長の全国的連合組織への情報提

供をしていただくようお願いします。 

 今後、各府省におかれては、この趣旨を十分に踏まえ、適切に御対応いただきますよう

お願いします。 

（参考資料１）



                             総 行 行 第 1 5 3 号 

                             令和２年６月 19 日 

 

 

 各府省庁文書担当課長 殿 

 

 

                         総務省自治行政局行政課長 

 

 

地方自治法第 263条の３第５項の規定に基づく事前情報提供制度の適切

な運用について 

 

 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 263条の３第２項の連合組織（以下「長又は

議長の全国的連合組織」という。）に対する同条第５項の規定に基づく事前情報提供制

度は、長又は議会の全国的連合組織が、事後ではなく事前に法律案等の内容を知りうる

ことを制度的に担保するものとして創設され、本制度に基づく情報提供の時期や内容、

方法等については、各大臣が本制度の趣旨を踏まえ適切に判断するものであり、「地方

自治法第 263条の３第５項の連合組織に対する情報提供制度の適切な運用について」（平

成 20年 10月 31日付け総行行第 148号自治行政局長通知。以下「通知」という。）（別

添１）及び「地域主権推進大綱」（平成 24年 11月 30日閣議決定）（別添２）を踏まえ

た対応が行われていることと存じます。 

他方、令和２年５月 19 日に開催された国と地方の協議の場における地方６団体提出

資料（別添３）においては、「国が制度の創設・拡充等を行うに当たって、地方団体に

対して新たな計画の策定や専任職員の配置、専門窓口の設置等を、地方団体ごとの行政

需要の多寡や先行的な取組の有無等の実情を考慮せず、実質的に全国一律に義務付けて

いる例が見られる」との認識が示され、また、本制度の運用について、「地方が役割を

担う施策について、地方への情報提供を迅速に行うとともに、地方の行財政の運営に影

響の大きい施策については早期に地方と協議すること。」との指摘がなされています。 

通知の３のとおり、同項にいう「新たに事務又は負担を義務付けると認められる施策」

には、施策を行うかどうかは地方公共団体の裁量によるが、施策を行う場合には事務又

は負担の義務付けがあるものも含まれるものであり、本制度の趣旨を踏まえた適切な措

置を講じられるよう、通知の４及び５で示した対応例等も十分参照の上、改めて格別の

御配慮をお願いいたします。 

なお、長又は議長の全国的連合組織の情報提供制度に関する窓口は別紙のとおりであ

りますので、お知らせいたします。 

 

別添



  別紙 

事前情報提供制度に関する窓口 

 

○全国知事会 

 調査第一部 

 住所：〒１０２－００９３ 千代田区平河町２－６－３都道府県会館６階 

 電話：０３－５２１２－９１３０ 

 ＦＡＸ：０３－５２１２－９１２９ 

 E-mail：CHO1ADM@nga.gr.jp 

 

○全国都道府県議長会 

 調査部 

 住所：〒１０２－００９３ 千代田区平河町２－６－３都道府県会館５階 

 電話：０３－５２１２－９１５７ 

 ＦＡＸ：０３－５２１２－９１５９ 

 E-mail：webmaster@gichokai.gr.jp 

 

○全国市長会 

 企画調整室 

 住所：〒１０２－８６３５ 千代田区平河町２－４－２全国都市会館４階 

 電話：０３－３２６２－２３１２ 

 ＦＡＸ：０３－３２６３－５４８３ 

 E-mail：kikaku@mayors.or.jp 

 

○全国市議会議長会 

 政務第一部 

 住所：〒１０２－００９３ 千代田区平河町２－４－２全国都市会館６階 

 電話：０３－３２６２－５２３５ 

 ＦＡＸ：０３－３２６３－５７５１ 

 E-mail：daihyou@si-gichokai.gr.jp 

 

○全国町村会 

 広報部 

 住所：〒１００－００１４ 千代田区永田町１－１１－３５全国町村会館内 

 電話：０３－３５８１－０４８６ 

 ＦＡＸ：０３－３５８０－５９５５ 

 E-mail：kouhou@zck.or.jp 

 

○全国町村議会議長会  

企画調整部 

住所：〒１００－００８２ 千代田区一番町２５全国町村議員会館４階 

 電話：０３－３２６４－８１８２ 

 ＦＡＸ：０３－３２６４－６２０４ 

 E-mail：kikaku.giji@nactva.gr.jp 



別添１





地域主権推進大綱（平成 24年 11月 30日閣議決定）抜粋 

 

第１ 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大 

２ 今後の課題と進め方 

（２）今後の義務付け・枠付けの見直し 

（略） 

将来的にも義務付け・枠付けの見直しの実効性を担保するため、各府省にお

いては、以下のとおり対応するものとする。 

（略） 

・ 国における施策の立案段階で地方公共団体の意見が反映される仕組み

を確保することが重要であることから、事前情報提供制度（地方自治法（昭

和 22 年法律第 67 号）第 263 条の３第５項）の趣旨を十分に踏まえ、対

象となる施策の立案について、地方公共団体の全国的連合組織への情報提

供を徹底することはもとより、当該連合組織の意見を踏まえた法律案の修

正等が可能な時期に情報提供されることが重要であり、例えば、法律案に

ついて、審議会等の答申を受けた場合、当該答申を踏まえて法案化する旨

を当該答申とともに通知する等、情報提供の時期や方法については、適切

な対応を行うこととする。 

別添２



「骨太方針の策定等について」（国と地方の協議の場（令和２年５月 19 日） 

配布資料（地方六団体提出資料））抄 

 

 

□ 地方分権改革の着実な推進 

○ 国が制度の創設・拡充等を行うに当たって、地方団体に対して新たな計画の策定や

専任職員の配置、専門窓口の設置等を、地方団体ごとの行政需要の多寡や先行的な取

組の有無等の実情を考慮せず、実質的に全国一律に義務付けている例が見られる。地

域の実情を踏まえた地方の裁量を認めず義務付け・枠付けがなされることで、特に小

規模市町村を中心に、真に住民に必要とされている行政サービスの優先的な実施や行

政効率に支障を生じることが懸念されるため、国は施策の立案に際しては、地方に一

律に求めることは避け、地方の裁量の確保に十分配慮すること。（後略） 

 

（中略） 

 

○ 地方自治法第 263 条の 3 の規定に基づき、各大臣は、その担任する事務に関し地

方公共団体に新たに事務又は負担を義務付けると認められる施策の立案をしようと

する場合には、地方六団体に当該施策の内容となるべき事項を知らせるために適切な

措置を講ずるものとする事前情報提供制度等が設けられており、その趣旨を十分に踏

まえ、地方が役割を担う施策について、地方への情報提供を迅速に行うとともに、地

方の行財政の運営に影響の大きい施策については早期に地方と協議すること。 

別添３
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